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焦点は再び中国の株価や景気動向か 

■市場動向、経済指標や重要イベントなど 

【1.米国】 

先週の米国市場は大きく下落しました。世界同時株安の流れを受けて続落スタートとなったダウ平均

は 8 月 31 日と 1 日の 2 日間で 580 ドル余り下落しました。その後、中国市場の下げ渋りを受け

て反発をみせたものの、週末も日本や欧州の株価下落を嫌気し 270 ドル以上の下げとなりました。

ダウ平均は週間で 540ドルの下落となっています。 

 

1-１.米 ISM 景況指数 

１日に発表された８月の ISM 製造業景況指数は 51.1 と前月から 1.6 ポイント低下し、2013 年 5

月以来、2年 3 カ月ぶりの低水準となり、市場予想も下回りました。一方で 3 日発表の 8月の ISM

非製造業景況指数は59.0と2005年8月以来の高水準だった７月の60.3からは低下したものの、

市場予想は上回り引き続き高水準を維持しました。 

 

1-2. 米雇用統計 

4 日に発表された 8 月の米雇用統計では、非農業部門の雇用者数は前月比 17 万３千人増となり市

このコーナーでは、フィナンシャル・インテリジェンス部に配属された新人のルミが「世界経済の

今・そしてこれから」を把握するために是非読んでおきたい、今週の重要レポート・ニュース記事

を紹介します。（原則月曜日更新） 

今週の注目レポート・重要ニュース 

 「部長、おはようございます！」 

「槙原君、おはよう。今週のポイントは？」 

「今週は中国で貿易統計や CPI、PPI などの経済指標が発表されます。再び中国 

の株価や景気動向に注目が集まりそうですね。」 

詳細は以下をご参照下さい。 
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場予想を下回ったものの、6.月が 23 万１千人増から 24 万５千人増に、そして 7 月が 21 万５千

人増から 24 万５千人増に上方修正されました。また、失業率は 5.1％と前月より 0.2 ポイント低

下し市場予想を上回る改善をみせ、平均時給は前年同月比 2.2％上昇し市場予想を上回りました。こ

うした結果を受けて米連邦準備理事会（FRB）による 9 月利上げの可能性は残ったといえそうです。 

 

【2.欧州】 

先週の欧州の主要株価指数は、8日の ECB理事会の結果を受けて追加の金融緩和期待から大きく上

昇する場面もみられたものの、世界同時株安の流れを受けて下落しました。ドイツのDAX指数が週

間で 2％を超える下げとなったほか、フランスの CAC40 指数も 3％以上の大幅下落となっていま

す。 

 

ユーロ/ドルは、1 日に中国各種 PMI が市場予想を下回ると避難通貨として買われ、1.13 ドル台へ

上昇する局面もありましたが、3日に ECBが定例政策理事会で成長率およびインフレ率の見通しを

下方修正した上で、今後の量的緩和プログラムの延長の可能性を示唆したことから急落、一時 1.11

ドル割れとなりました。対円でも、週初の 136 円丁度近辺から一時 132.23 円へ大幅安となりま

した。 

 

2-1.ユーロ圏消費者物価指数 

31 日発表の8 月のユーロ圏の消費者物価指数（速報値）は前年同月に比べて 0.2％上昇し、市場予

想をやや上回りました。エネルギーと食品、酒・たばこを除く指数も前年同月比 1.0％上昇で、デフ

レ懸念がひとまず後退する格好となっています。しかし、ＥＣＢが物価安定のための政策目標とする

「２％未満で、その近辺」を依然として大きく下回ったままです。 

 

2-2. ECB 理事会 

3 日に開催された ECB理事会で金融政策の変更はありませんでしたが、新興国の景気減速などを理

由に成長率と物価の見通しが下方修正されました。また、ドラギ総裁が定例政策理事会後の記者会見

で、資産購入プログラムの購入余地を拡大し、更に今後の量的緩和の延長の可能性を示唆したことか

ら、マーケットでは追加緩和期待が強まりユーロが売られる一方で、欧州株が全面高となりました。 

 

2-3.ユーロ圏 GDP 改定値 

8 日に 4-6 月期ユーロ圏 GDP 改定値が発表されます。改定値は速報値の前期比 0.3％増から変化

なしとみられていますが、仮に下方修正されるようだと ECB による追加緩和期待が一段と強まりそ
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うです。 

 

【3.日本】 

先週の日本市場は大きく下げました。日経平均は中国株安を受けて大きく下落して始まると、1日に

は先物主導で 700 円を超える下げとなりました。日経平均は 2 日に下げ渋ると、3 日には 4 営業

日ぶりに反発したものの、小幅な上昇に止まり上値の重さも意識されるなか、週末には再び大幅安と

なり、8 月 25 日の終値ベースの直近安値を下回って取引を終えました。結局、日経平均は週間で

1,300 円余り下げ、週間の下げ幅としてはリーマン・ショック後の 2008年 10 月第 2週の2,661

円以来、約７年ぶりの大きさでした。 

 

ドル/円は、9 月1 日の中国各種 PMI の悪化を受けて 119 円台へ下落した後、週末にかけても円の

買い戻しが続き、一時 118.61 円の安値を付けました。 

 

3-1.4-6 月期 GDP 改定値 

8 日に 4-6 月期 GDP 改定値が発表されます。速報値の前期比年率 1.6％減から小幅に下方修正さ

れるとみられていますが、予想を上回る下方修正となれば景気の弱さが一段と意識され、日銀による

追加の金融緩和期待が高まる可能性もありそうです。 

 

3-2.メジャーSQ 

11 日は株価指数先物取引と株価指数オプション取引の SQ（特別清算指数）算出日が重複する 3ヵ

月に一度のメジャーSQです。メジャーSQ の週は相場が荒れるとも言われています。 

 

【4.中国】 

先週の上海市場は下落しました。最大手の中信証券の役員がインサイダー取引の疑いで刑事処分を受

けたことなどもあって反落スタートとなった上海総合指数は、1日も8 月の中国製造業 PMI が 6 ヵ

月振りに景気判断の分かれ目となる 50 を下回り 3 年振りの低水準となったことなどから続落とな

りました。2 日は下げ渋ったものの、上海総合指数は 3 日続落となり週間で 2％を超える下げとな

りました。上海市場は抗日戦勝記念式典で 3日と4 日が休場で先週は 3日間のみの取引でした。 

 

4-1. 中国貿易収支 

８日に 8 月の中国の貿易収支が発表されます。7 月は輸出が前年同月比 8.3％減、輸入も同 8.1％

減となり、ともに市場予想を大きく上回る減少となったことで中国経済の減速への懸念が高まりまし
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た。8月の市場予想は輸出が 6.7％減、輸入が 8.0％減で 7 月から減少幅が低下する見通しですが、

厳しい数字が続くようだと中国経済への不透明感が一段と強まりそうです。 

 

4-2. 消費者物価指数（CPI） 

10 日に8 月の中国消費者物価指数（CPI）が発表されます。8月は７月の前年同月比 1.6％上昇か

ら上昇率が拡大し 1.9％上昇となりそうですが、それでも政府が掲げる通年平均の目標である 3.0％

を依然として大きく下回りそうです。 

 

4-3. 生産者物価指数（PPI） 

10 日に8 月の生産者物価指数（PPI）が発表されます。 8月は前年同月比5.6％低下と前月から下

げ幅が拡大すると見込まれています。 

 

 

詳細レポートは以下をご参照ください。 

■[日本株]チーフ・ストラテジスト広木隆の「ストラテジーレポート」 

■[日本株]シニア・マーケットアナリスト金山敏之の「投資のヒント」 

■[日本株]フィスコの「週刊マーケット展望」（ログイン後限定レポート） 

■[日本株]J.P.Morgan（J.P.モルガン）社や TIW 社の「アナリストレポート」（ログイン後限定レ

ポート） 

■[日本株]主要日本企業決算カレンダー 

■[米国株]主要米国企業決算カレンダー 

■[米国株]米国株 Market Pick Up 今週の注目ポイント 

■[為替]シニア・ストラテジスト山本雅文の「FX戦略レポート」 

■[中国株]中国株 Market Pick Up 今週の注目ポイント 

■[その他] J.P.Morgan（J.P.モルガン）社の、「マクロ経済レポート ウィクリー・データ・ウォ

ッチ」「グローバル・データ・ウォッチ」（ログイン後限定レポート） 

 

 

 

1.日本（前回から変更なし） 

日本では 4-6 月期ＧＤＰのマイナス成長に続き、28 日発表の 7 月の消費指標（全世帯家計調査）

が前年比マイナス、31 日発表の鉱工業生産も前月比マイナス、更にコアCPI も前年比ゼロ％と、市

グローバル・マクロ・ポリシー・ビュー（世界経済・政策の基本観） 

http://www.monex.co.jp/Etc/00000000/guest/G903/strategy/index.htm
http://www.monex.co.jp/Etc/00000000/guest/G903/hint/index.htm
https://www.monex.co.jp/Login/00000000/login/ipan_web/hyoji?pagem=1&url1=Etc&url2=/member/M400/fisco/index.htm
https://www.monex.co.jp/Login/00000000/login/ipan_web/hyoji?pagem=1&url1=InvestmentInformation&url2=/member/M400/morgan/research.htm
https://www.monex.co.jp/Login/00000000/login/ipan_web/hyoji?pagem=1&url1=InvestmentInformation&url2=/member/M400/morgan/research.htm
http://www2.monex.co.jp/calendar/index.html
http://www2.monex.co.jp/calendar/index2.html
http://www.monex.co.jp/Etc/00000000/guest/G903/market_us/index.htm
http://www.monex.co.jp/Etc/00000000/guest/G903/senryaku/index.htm
http://www.monex.co.jp/Etc/00000000/guest/G903/market_cn/index.htm
https://www.monex.co.jp/Login/00000000/login/ipan_web/hyoji?pagem=1&url1=InvestmentInformation&url2=/member/M400/morgan/research.htm
https://www.monex.co.jp/Login/00000000/login/ipan_web/hyoji?pagem=1&url1=InvestmentInformation&url2=/member/M400/morgan/research.htm
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場では追加緩和期待が高まりつつあります。もっとも、黒田総裁は 27日に追加緩和なしで 2％のイ

ンフレ目標達成が可能と発言しており、市場の追加緩和期待をなだめようとしているとみられます。

もっとも、今週発表の 2QGDP の大幅下方修正や、更なる円高の進行、そして本邦株価の下落が続

くようだと、日銀の姿勢に変化が出てくる可能性があります。 

 

2.米国（前回から変更なし） 

4 日発表の米 8 月雇用統計は全体としてまずまずの内容と言えます。こうした中、世界的な市場の

混乱が鎮静化するようだと、9月 16-17 日の FOMCに向けて利上げ開始期待が再び高まる可能性

が残っています。 

 

3.欧州（追加緩和期待が更に強まる） 

ユーロ圏では原油安などの影響でインフレ率が再びマイナス化するリスクが高まっている中で、先週

3 日に ECB は量的緩和プログラム下での債券購入余地を拡大し、来年 9月以降も購入を継続する可

能性を示唆しました。今後、原油価格やインフレ率が更に低下するようだと、ECB の追加緩和期待

が更に強まりそうです。 

 

4.新興国（前回から変更なし） 

中国では、株式市場の不安定さは続いているものの、5 日に閉幕した G20 財務相・中銀総裁会合な

どで中国高官は株式市場が安定化しつつあると強調しており、追加的な景気対策の必要性も示しませ

んでした。もっとも、今後発表される中国主要統計次第では、当局による追加的な財政刺激や金融緩

和（利下げ、預金準備率引き下げ）への期待感が再び高まる可能性が残っています。 
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ご留意いただきたい事項 

マネックス証券（以下当社）は、本レポートの内容につきその正確性や完全性について意見を表明し、また保証

するものではございません。記載した情報、予想および判断は有価証券の購入、売却、デリバティブ取引、そ

の他の取引を推奨し、勧誘するものではございません。当社が有価証券の価格の上昇又は下落について断定

的判断を提供することはありません。 

本レポートに掲載される内容は、コメント執筆時における筆者の見解・予測であり、当社の意見や予測をあらわ

すものではありません。また、提供する情報等は作成時現在のものであり、今後予告なしに変更又は削除され

ることがございます。 

当画面でご案内している内容は、当社でお取扱している商品・サービス等に関連する場合がありますが、投資

判断の参考となる情報の提供を目的としており、投資勧誘を目的として作成したものではございません。 

当社は本レポートの内容に依拠してお客様が取った行動の結果に対し責任を負うものではございません。投資

にかかる最終決定は、お客様ご自身の判断と責任でなさるようお願いいたします。 

本レポートの内容に関する一切の権利は当社にありますので、当社の事前の書面による了解なしに転用・複

製・配布することはできません。 

当社でお取引いただく際は、所定の手数料や諸経費等をご負担いただく場合があります。お取引いただく各商

品等には価格の変動・金利の変動・為替の変動等により、投資元本を割り込み、損失が生じるおそれがありま

す。また、発行者の経営・財務状況の変化及びそれらに関する外部評価の変化等により、投資元本を割り込

み、損失が生じるおそれがあります。信用取引、先物・オプション取引、外国為替証拠金取引をご利用いただく

場合は、所定の保証金・証拠金をあらかじめいただく場合がございます。これらの取引には差し入れた保証金・

証拠金（当初元本）を上回る損失が生じるおそれがあります。 

なお、各商品毎の手数料等およびリスクなどの重要事項については、「リスク・手数料などの重要事項に関する

説明」をよくお読みいただき、銘柄の選択、投資の最終決定は、ご自身のご判断で行ってください。 

 

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人 金融先物取引業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会 

 


